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要旨 

本研究では、更年期にある一般集団の女性において、更年期障害の有訴率・医薬品使用

状況・通院状況を調べ、更年期障害の発現の強さに影響を与える社会因子について検討し

た。令和 5 年 8 月 18 日から 23 日の間に、リサーチ会社にモニター登録されている 45-70

歳の女性 91,579 名のうち、直近１カ月以内にうつ症状や婦人科疾患で入院していない者

に対しリクルートを行い、3417 名が本調査の参加に同意した。更年期障害については、

Kupperman Index を用いて、症状なし～軽度、軽症、中等症、重症の 4 段階にわけて検討

した。また、KuppermanIndex 中等度以上とそれ以外に分け、更年期障害に与える因子を

ロジスティックス回帰分析にて検討した。Kupperman Index を用いた重症度分類では、「症

状なし～軽度」は 45.65%、「軽症」は 26.12％、「中等症」は 19.05%、「重症」は 9.19％で

あった。更年期症状のために薬を服用している人は 246 人であった。多変量ロジスティ

ックスモデルでの解析では、別居で介護（オッズ比 2.65, 95%信頼区間 1.65-3.95）と世帯

年収の低所得者（「200 万円未満」：オッズ比 1.70, 95%信頼区間 1.17-2.45）で更年期障害

のリスクが上昇した。「ソーシャルサポート」では、オッズ比 0.98, 95%信頼区間 0.97-0.99

と家族や友人などからのサポートが得られているほど、更年期障害のリスクは減少した。

更年期症状の強さには、介護、経済状況、周囲からの支援などの社会因子が有意に影響を

与えていた。 
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A．研究目的 

更年期障害は卵巣機能が低下することに

より引き起こされる血管運動神経症状やう

つ等の精神症状など複数の症状から構成さ

れる症候群を指す。この世代の女性では、介

護や経済状況、生活環境が大きく変化して

いる時期でもあり更年期障害の症状の程度

に影響している可能性がある。本研究では、

更年期にある一般集団の女性において、更

年期障害の有訴率・医薬品使用状況・通院状

況を調べ、更年期障害の発現の強さに影響

を与える社会因子について検討した。 

 

B．研究方法 

１．対象者 

 本研究は、45-56 歳の日本人一般女性 2079

名（50.3 ± 3.4 歳）を対象とした横断研究

である。対象者は、2023 年 8 月 18 日から 8

月 23 日の間に某大手インターネットリサ

ーチ会社にモニター登録されている 45-70

歳の女性 91579 名である。募集方法は、直

近１カ月以内にうつ症状や婦人科疾患で入

院していない者に対し、リクルートを実施、

3417 名が本人意思で参加と調査票に回答し

た。対象者のうち、更年期の対象年齢ではな

い者（57 歳以上）1338 名を除外し、最終的

に 45-56 歳の 2079 名を解析の対象とした。 

２．倫理的配慮 

 本研究は、秋田大学大学院医学系研究科

の医学部倫理委員会の審査承認後に実施し

た（承認番号：3016，承認日：令和５年 7 月

27 日）。 

３．測定項目 

（1）基本情報 

年齢、身長、体重、既往歴、婚姻状況、子

供の有無、介護の状況、経済活動の有無, 

学歴、世帯収入、飲酒の頻度、喫煙の有無、

社会的支援（11 項目 5 件法）を調査した（表

1）。 

（2）更年期障害 

更年期障害の評価は、現在の月経の状態

（妊娠、産後、薬物療法によるもの／閉経後

のためなし）、過去 1 年間の月経の有無など、

月経に関する症状を調査した。また、月経関

連症状の程度を評価するために Kupperman 

Index 日本語版を用いた [1]。Kupperman 

Index は更年期にみられる主な症状 17 項目

に対し、「なし」0 点、「弱い」1 点、「中等

度」2 点、「強い」3 点の 4 件法で回答を求

め、その合計を 51 点満点で得点化した。合

計点数から正常（0-12）、軽度（13-22）、中

等度（23-33）、重度（34-51）に分類した。 

さらに、月経関連症状とパフォーマンス

との関連を調査した。「あなたの平均的なパ

フォーマンスがどの程度影響を受けたか」

という問に対し、「全く影響を受けていない」

0 点から「大きく影響を受けている」10 点

の 11 段階評価で回答を求めた。また、月経

関連症状による過去 1 ヵ月の労働時間と欠

勤経験および過去 1 ヵ月間の服薬状況、医

療機関の受診頻度を調査した。 

（3）労働情報 

労働情報は有給労働者の有無、雇用形態

（正社員、パート・アルバイト、自営業、そ

の他）、日本標準職業分類と日本標準産業分

類を用いた職種、業種を調査した[2]。また、

WHO Health and Work Performance 

Questionnaire (short form) Japanese edition を
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用いて、労働パフォーマンス、労働時間、欠

勤経験を評価した[3]。ワークパフォーマン

スは、「全く影響を受けていない」0 点から

「とても影響を受けている」10 点までの 11

段階の視覚的アナログ尺度で評価した。 

４．統計解析 

 対象者の基本情報については、平均値±

標準偏差または割合（%）で算出した（表 1）。

労働情報の雇用形態、職種、業種は割合（%）

を算出（表 2）、更年期障害の Kupperman 

Index の重症度分類による労働生産性（表 3）

および医療機関の受診頻度、労働情報の欠

勤経験は中央値と四分位範囲を算出した

（表 4）。 

Kupperman Index の重症度程度（0: 「正常（0-

12）および軽度（13-22）」、1: 「中等度（23-

33）および重度（34-51）」）を従属変数、基

本情報を独立変数としたロジスティック回

帰分析によってオッズ比（odds ratio: OR）と

95%信頼区間（confidence interval: CI）を算

出した（表 5）。すべての統計処理には SAS 

9.4 を用い、統計的有意水準は 5％とした。 

 

C．研究結果 

 表 1 に、基本情報に関する統計値を平均

値と標準偏差または割合（%）から示した。

平均年齢は 50.3 ± 3.4 歳であった。対象者

の基本特性として、BMIが21.2 ± 4.0 kg/m2、

未婚や離婚、死別を含めた独身が 38.1% 

(792)、子供がいない者が 49.9％ (1038)、同

居または別居で介護をしている者が 7.6％ 

(157)、学歴の高校卒業者が 35.1% (729)、世

帯収入の 200 万円未満が 15.0％ (311)、200

万円から 400 万円が 21.9% (455)、週１日以

上飲酒している者が 37.0% (770)、喫煙者が

26.3% (770)、社会的支援（ソーシャルサポ

ート）が 35.8 ± 10.1 点であった。 

 表 2 は対象者の労働特徴を示した。雇用

形態は正社員が 34% (432)、有期労働雇用契

約を含めた契約社員が 55.6% (707)、自営

業や自宅勤務者が 7.6% (97)、その他が 2.8% 

(36)であり、契約社員が一番高い割合であっ

た。職種は専門的・技術的職業従事者が

10.5% (134)、事務従事者が 41.6% (529)、販

売従事者が 8.6% (109)、サービス職業従事者

が 17.9% (228)、その他が 21.4% (272)で、事

務従事者が一番多かった。業種は製造業が

13.8% (176)、卸売業、小売業が 15.3% (195)、

医療・福祉が 14.6% (186)、サービス事業が

12.1% (154)、その他が 44.1% (561)であった。 

 表 3 は更年期障害による労働生産性のパ
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フォーマンスについて示した。更年期障害

の症状レベルの割合は「正常（0-12）」が

45.7％ (949)、「軽症（13-22）」が 26.1% (543)、

「中等度（23-33）」が 19.1% (396)、「重症（34

以上）」が 9.2% (191)で、軽症から重症に該

当する者が 54.3% (1130)で全体の半分以上

を占めていた。また、労働生産性（絶対的プ

レゼンティーズム損失割合）は更年期障害

の「正常（0-12）」が 0 [0-30]、「軽症（13-22）」

が 10 [0-50]、「中等度（23 -33）」が 20 [0-50]、

「重症（34 以上）」が 30 [0-60]であり、更年

期障害の症状が高くなるほど業務パフォー

マンスが低下することが示唆された。 

 表 4 は更年期障害による労働生産性の欠

勤と診察について示した。更年期障害によ

る労働生産性の欠勤は過去１ヵ月以内に月

経関連症状が理由で勤務日（終日）を欠勤し

た日数は 2 [1-3]日で、その経験がある者が

1.0％ (21)であり、早退や遅刻などの日数は

2 [1.5-3.5]日で、経験のある者が 0.4％ (8)で

あった。また、１年の間、更年期障害による

医療機関受診について、0.3% (6)が週当たり

1.5 [1-4]日、1.5% (31)が月当たり 1 [1-1]日、

4.6% (96)が年当たり 3 [2-4]日の病院受診の

経験があると回答した。 

 

表 5 は Kupperman Index に対する社会因

子のオッズ比（odds ratio: OR）と 95%信頼

区間（confidence interval: CI）を示した。

Kupperman Index に対する社会因子による
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調整済みのORは、年齢 1.012 (95% CI: 0.983-

1.042)、BMI 1.061 (1.036-1.087)、婚姻状況の

独身 0.781 (0.602-1.011)、子供がいる 1.026 

(0.816-1.290)、同居で介護 1.461 (0.860-2.481)、

別居で介護 2.557 (1.653-3.954)、学歴の高校

1.109 (0.497-2.478)、短期大学・大学 0.992 

(0.448-2.193)、世帯収入の 200万円未満 1.695 

(1.172-2.451)、200-400 万円 1.468 (1.061-

2.032)、400-600 万円 1.087 (0.799-1.480)、600-

800 万円 1.136 (0.823-1.569)、飲酒習慣の飲

まない 0.830 (0.674-1.021)、喫煙習慣の吸わ

ない 0.912 (0.727-1.143)、ソーシャルサポー

ト 0.975 (0.966-0.385)であり、BMI、別居で

の介護、世帯収入の200万円未満および200-

400 万円、ソーシャルサポートの社会因子が

有意に影響を与えていた。交互作用につい

て、ソーシャルサポートがあると 50 歳未満

の女性で更年期中等度以上の症状発現割合

が低下する傾向を認めた（P < 0.05）。なお、

年齢と介護、年齢と収入について有意な交
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互作用は見られなかった。 

 表 6 は更年期症状による服薬状況を示し

た。更年期症状のため服用の薬があると回

答した者が 11.8% (246)であった。 

 

 表 7 は更年期症状のため服用する医薬品

の分類を示した。服用している医薬品の種

類は 87 種類であり、医療用医薬品が 30 種

類、一般用医薬品が 14 種類、医療用医薬品

と一般用医薬品に両方該当する薬品が 20

種類、サプリメントが 23 種類であった。 

 
 

D．考察 

 本研究では、更年期障害に影響を与える

社会因子を検討した。その結果、社会因子は

BMI、介護（別居）、世帯収入（200 万円未

満）、ソーシャルサポートが更年期障害に対

する関連を相乗的に高めることが示唆され

た。 

先行研究では、痩せの女性が早い閉経（45

歳未満）のリスクが高く、過体重や肥満の女

性は遅い閉経（56 歳以上）のリスクが高く

なると報告されている[4]。一方、他の研究

では、体重と身長の単純な比率に基づく従

来の BMI ではなく、より広範な健康リスク

や体質の変化を反映する新しい指標として

の可能性を示唆し、具体的な更年期障害と

の関連については言及されていない[5]。こ

れらの研究結果は、更年期障害のリスクや

管理において、BMI が重要な要因の一つで

あることを示している。特に、過体重や肥満

の女性は更年期が遅れる傾向にあり、これ

はホルモンバランスや健康管理において考

慮すべき点である。ただし、これらの研究結

果を更年期障害の予防や治療に直接応用す

る際には、個人の健康状態や他のリスク要

因など考慮する必要がある。 

日本では家族に介護が必要となった場合、

その担い手として、女性が圧倒的に多く[6]、

介護者が理想とする介護や、被介護者との

関係と現実とのギャップから無力感や拘束

感を感じることがある[7]。このように更年

期障害の女性が長期にわたる不確実な介護

に従事することは、介護期間が長引くにつ

れ、介護者自身の老化に伴う身体的な負担、

被介護者の年齢の積み重ねとともに被介護

者の日常生活動作の低下による介護の増加、

介護関係由来の心理的な負担の増大[7]など、

更年期障害の女性介護者が直面する多面的

な健康問題や心理的負担のサポートの必要

性が強調されている。 

更年期障害と労働生産性については、特

に職場環境との関連性が重要な要素として

挙げられる。更年期障害は、多くの女性が経

験する生理的な変化に伴う症状であり、こ

れが職場でのパフォーマンスや雇用状況に

影響を及ぼすことがあると考えられる。
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NHK の調査[8]によると更年期症状が原因

で雇用状況が劣化した（非正規化、降格、昇

進辞退、労働時間や業務量の減少、仕事の離

職など）女性の割合は全体の 15.3%を占め

ており、特に離職を余儀なくされた 40 歳～

54 歳の女性割合は 27.2%で、最も多かった。

更年期症状と就労の関係に関する研究では、

職場でのストレスと更年期症状の関連性や、

良好な職場環境が症状を軽減する可能性が

示唆されている[9]。また、男性においても

仕事と更年期症状の関連が報告されており、

更年期症状を抱えながらもどのように対処

すべきか分からずにいる人が多いことが明

らかになっている[9]。このような状況を改

善するためには、更年期に関する理解を深

め、支援体制を整えることが重要であり、

「有給休暇や生理休暇を使いやすい職場環

境の整備」、「更年期症状で休んだ時の収入

保証」、「更年期症状で休んでも不利益な取

り扱いを受けない」、「更年期症状の時に使

える休暇制度の新設・拡充」など支援策の整

備が必要である[10]。さらに、女性が必要な

支援と理解を受けられるような環境を整え

ること、家族や配偶者からの理解とサポー

トなど、医療提供者、家族、職場などが協力

し、更年期を迎える女性がその変化を健康

的かつ有意義に乗り越えられるような支援

対策が求められる。 

本研究はいくつかの限界を有する。第 1

に、更年期障害の Kupperman Index や労働生

産性は自己報告による回答であり、対象者

によって過大評価または過少評価の可能性

がある。第 2 に、本研究は横断研究であり

因果関係の検討には至らなかった。今後は

縦断研究による本研究結果の再吟味が求め

られる。 

 

E．結論 

45-56 歳の女性における更年期障害の有

訴率に影響を与える社会因子を検討した結

果、更年期障害の重症度に BMI、介護、世

帯収入、ソーシャルサポートが強く関連し

ていた。更年期障害の重症度程度を緩和す

るため、社会因子を考慮した支援策が必要

である。 
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